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株 主 各 位

2019年 6月 4日

千葉県鎌ケ谷市新鎌ケ谷四丁目2番 3号

北総鉄道株式会社
代表取締役社長 室  谷  正: 裕

第47期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第47期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通

知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、

同封の委任状用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、お届け印をご押印のうえ、ご返送ください

ますようお願い申し上げます。

敬 具

記

時   2019年 6月 21日 (金曜日)午前10時
所   千葉県鎌ケ谷市新鎌ケ谷四丁目2番 3号

北総鉄道株式会社 本社 1階会議室
(末尾記載の株主総会会場ご案内図をご参照ください。)

3.会議の目的事項
報告事項 第47期 (2018年 4月 1日 から2019年 3月 31日 まで)事業報告及び計算書類

報告の件

決議事項

第 1号議案 取締役8名選任の件
第 2号議案 退任取締役に退職慰労金贈呈の件

‐           以 上
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業 報 告

1.会社の現況に関する事項

(1)事業の経過及びその成果

当期におけるわが国経済は、地震や豪雨など自然災害の影響 iま見られたものの、堅調な企業業

績や個人消費の改善などにより、景気は緩やかに拡大しました。しかしながら、世界的な貿易摩

擦への懸念やそれに伴う不安定な株式市場など、先行きは依然不透明な状況にあります。

当社線沿線人口は、2期線 (京成高砂～新鎌ケ谷)においては、秋山、東松戸周辺の住宅開発が

堅調であつたことから、前年同期に比べ約1,200人の増加になりました。千葉
ニユータウンにおい

ては、印西牧の原地区を中心に戸建て住宅の入居が進んだことにより、約1,700人の増加となりま

した。

このような状況のなか、2015年度から3か年計画で進めてきた高架橋・橋りようの耐震補強工

事が昨年度予定通り完了しました。更に、安全
。安心で利用しやすい鉄道を目指し、当期より自

動列車停止装置の改良工事 (C― ATS)及び、列車無線のデジタル化工事に着手しました。

また、開業後40年経過に伴う施設 設`備の老朽化に対応するため、2017年度から概ね5か年計

画で実施しているリフレッシュエ事も引き続き推進しております。

一方、需要確保への取り組みについては、各種イベントの開催や沿線地域の魅力発信のための

小冊子の発行に加え、インバウンド施策及び沿線から成田空港への旅客誘致のため、日本語
ページ、

英語ページの2か国語構成の新冊子を発行したほか、子育てに優しい鉄道を目指し、保育園の誘致

に努めた結果、当期は保育園1か所がオープンしました。

このほか、12月 にはダイヤ修正を実施し、お客様の利便性向上を図り、接客サービスの向上運

動などを引き続き積極的に展開して業績の向上に努めました。

その結果、定期外旅客は、沿線人口の増加により、対前期比114千人、1.0%増の11,964千人と

なりました。区間別に見ますと、千葉ニュータウン発着は46千人、0,7%の増、2期線内相互間で

は59千人、1.2%の増となりました。   ｀

定期旅客は、沿線人口の増加が寄与し、対前期比537千人、2.0%増 の26,902千人となりました。

区間別では、生産年齢人口や学齢人口の減少はあるものの、沿線人口が増加したことから千葉

ニュータウン発着は39千人、0.2%の増、2期線内相互間は459千人、4.9%の増となりました。

以上により、当期の輸送人員は対前期比651千人、1.7%増の38,866千人となりました。

類
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当期の営業収益は、前期に比べ2億 1千6百万円、1.2%の増収となる177億3千9百万円となりま

した:旅客運輸収入につきましては、輸送人員の増加を受け、対前期比1億7千8百万円、1.4%の

増収となる126億 1千 1百万円となりました。

営業費についてはレール交換や車両検査のほか、開業後40年経過に伴う施設・設備の老朽化に

対応するため、2017年度から概ね5か年で実施するリフレッシュエ事などを進めたほか、動力費

の増加等により、前期に比べて5千5百万円、0.4%の増となる134億5千2百万円となりました。

以上により、営業利益は42億8千6百万円と前期に比べて1億6千万円、3.9%の増益となりました。

また、営業外費用において独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構への支払利息が減少

したことなどにより、経常利益は前期に比べて2億4千 1百万円、6.7%増益の38億3千2百万円と

なりました。

これから法人税等を差し引いた当期純利益は、26億5千2百万円と前期に比べ2億2百万円、8.3%

の増益となりました。

以上の結果、当期末の繰越損失は、70億3千2百万円、有利子負債は708億3千2百万円と、依然

として厳しい経営状況に変わりはありません。

(2)設備投資の状況

当事業年度中に実施いたしました設備投資の総額は18億6百万円で、その主なものは次のとお

りであります。

・ 自動列車停止装置C一ATS化工事
07500形リース車両2編成買取

・変電所遠方監視制御装置更新

・旅客案内装置更新 (新柴又駅 。松飛台駅 。大町駅)

・列車無線装置デジタル化

・ ICパスモ対応の営業機器更新工事

(3)資金調達の状況                           ｀

当事業年度は長期設備資金として5億円を京成電鉄株式会社 (日本政策投資銀行転貸融資)か ら

借り入れました。

なお、当期末の借入金残高は195億 1千 1百万円で前期と比較して4億5千3百万円減少しています。
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(4)対処すべき課題

① 資金対策
当社の使命である鉄道事業を今後も安定的に継続するため、鉄道施設の老朽化に伴う更新工

事など、お客様により安全。安心に、より快適 ,便利にご利用いただくための設備投資を進め
るほか、パスモ施策に伴う投資が必要となるなど、当社の資金需要の増大は避けられない状況
にあります。

このため、今後も続く安全対策等に対する投資工事については、公的資金補助に加え、低利
融資を最大限に活用し取り組んで行く必要があります。

収入面においては、トレンドとしての沿線人口の高齢化による旅客需要の減少が既に一部地
域で現実のものとなっており、首都圏を含め、わが国全体としても人口減少社会の到来が予測
されるなか、今後の見通しについては、よリー層不確実性が高まり厳しい局面を迎えることが
懸念されます。

今後も巨額の有利子負債に鑑み、金利動向に留意しつつ円滑な資金繰りの確保を目指し、健
全な財務体質への脱却を図り、更なる経費節減や増収対策に積極的に取り組んで行く所存であ
ります。

② 安全に対する意識の深化とサービスの向上
当社は安全に関する内部監査の機能強化等の改善を積極的に進めて安全管理体制の更なる強
化を図っております。

また、成田スカイアクセスの北総線内における運行管理業務、駅管理業務及び施設保守管理
業務を受託しており、安全運行や定時運行等に重要な責務を負っていることから、今後も京成
電鉄株式会社との連携を強化して安全輸送に努める所存でございます。
一方、お客様べのサービス向上については、京成グループが総力をあげて取り組んでいる
BMK(ベストマナー向上)推進運動に、引き続き当社も積極的に取り組むことにより、お客様
から信頼され、笑顔で安心してご利用いただくことのできる鉄道を目指してまいります。
③ 内部統制システムの適切な運用
当社は京成グループの重要な連結子会社として内部統制の確実な運用を求められており、今
後ともコンプライアンスの徹底を図り、リスク管理体制を充実させ、また、内部統制システム
の強化に努めてまいります。

以上のとおり当社が果たすべき使命 。課題について、今後も全社一体となって事業運営に取り
組んでまいりますので、株主の皆様方におかれましては、なお一層のご支援を賜りますよう、お
願い申し上げます。
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(5)財産及び損益の状況の推移

区  分 第44期
(2016年 3月期)

第45期
l

(2017年3月期 )
第46期

(201群F3月期)

第47期
当期

(2019年3月期)

営業収益       (百 万円) 16,480 16,816 17,523 17,739

当期純利益     (百 万円) 2,761 2,811 2,449 2,652

1株当たり当期純利益   (円 ) 55.45 56.45 49.19 53.26

総資産        (百 万円) 100,008 101,024 101,135 99,441

純資産       (百 万円) 9,953 12,765 15,214 17,867

1株当たり純資産額    (円 ) 199.88 256.33 305.52 358.78

(注)自力円単位の記載金額は、自力円未満を切り捨てて表示しております。
なお、1株当たり当期純利益及び1株当たり純資産額は四捨五入により表示しております。

(6)重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係
当社の親会社は京成電鉄株式会社で、同社は当社の株式25,320千株 (議決権比率50.8%)を

保有しております。

(7)主要な事業内容 (2019年 3月 31日現在)

・鉄道事業 :現在、当社線は、京成線、都営浅草線及び京浜急行線と相互直通運転を行つており、

千葉ニュータウン及び沿線地域と都心とを直結することにより、通勤、通学等の動

脈として役割を果たしております。また、成田スカイアクセスによる成田空港への

旅客輸送の一翼を担っております。

なお、新鎌ヶ谷駅にて新京成線及び東武野田線、東松戸駅にてJR武蔵野線と連絡を

しております。

(8)主要な事業所 (2019年3月 31日現在)

区   間 営業キロ 駅 数 備 考

京成高砂駅～印膳日本医大駅 32.3km 15駅 車両数 104両
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(9)使用人の状況 (2019年3月 31日現在)

使用人数 (名 ) 前年度末比増減 (名 ) 平均年齢 平均勤続年数

309 (10) 13 (0) 40歳7ヵ 月 19年 lヵ月

(注)使用人数は就業員数であり、嘱託社員は ( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(10)主要な借入先の状況 (2019年 3月 31日現在)

借 入 先 借 入 額

京 成 電 鉄 株 式 会 社 10,192百万円

千 葉 県
｀ 5,300百万円

独 立 行 政 法 人 都 市 再 生 機 構 3,979百万円

(注)記載金額は、自力円未満を切り捨てて表示しております。
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2.会社の株式に関する事項 (2019年 3月 31日現在)
(1)発行可能株式総数              72,000,000株
(2)発行済株式の総数              49,800,000株
(3)株主数                       29名
(4)大株主 (発行済株式の総数に対する保有書J合が高い順に上位10名 )
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株 主 名
当社へ の 出資 状 況

持 株 数 出資比率

一示 成 電 鉄 株 式 会 社 25,320千株 50.8%

千 葉 県 11,100千株 22.2%

独 立 行 政 法 人 都 市 再 生 機 構 8,600fl未 17.20/O

松 一月 市 680千株 1.3%

市 市 506EFォ朱 1.0%

新 京 成 電 鉄 株 式 会 社 500EFオ朱 1.0%

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 500fオ朱 1.0%

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 440EFオ朱 0.8%

株 式 会 社 三 菱 UFJ銀 行 420fオ朱 0.8%

三 菱 UFJ信 託 銀 行 株 式 会 社 400・Fオ朱 0.8%



r     _________― ―――――――――――――

3.会社役員に関する事項

(1)取締役及び監査役の氏名等 (2019年 3月 31日現在)

(2)取締役及び監査役の報酬等の額

(注)1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
2取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含

旨券百t叢轟渥亀 に対し4詢引ヽ 監黎 銘 問 し輌 万D始 まれう。支給額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額6百

ております。
4. 上記のうち、社外役員3名に支払つた報酬等の総額は、23自力円であります。              _
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会社における地位 氏  名
｀

担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 平 田 憲一郎 京成電鋏い取締役

代表取締役社長 室 谷 正 裕
京成電鉄0常務取締役
千葉ニユータウン鉄道い代表取締役社長

常 務 取 締 役 熊 谷   晋 総務 。人事 。経理担当

常 務 取 締 役 浜 本 憲 一 企画担当

取 締 役 磯 貝 昭 夫 鉄道担当

取  締  役 松 本 直 範 企画室長

取  締  役 高 山 典 之 運輸部長

取  締  役 三 枝 紀 生
京成電鉄い代表取締役会長
新京成電鉄∽社外取締役

常 勤 監 査 役 工 藤 啓 諸

常 勤 監 査 役 入 江 忠 志

監  査  役 小 林 敏 也 京成電鉄0代表取締役社長

監  査  役 金 子   光 新京成電鉄い監査役

(注)監査役工藤啓詰氏、幣杏役入江忠志氏及び監査役金子光氏は、社外監査役であります。

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 8名 56百万円

監 査 役 4名 24自力円

合 計 12名 81百万円



(3)社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係
監査役金子光氏は、新京成電鉄株式会社の監査役であります。

なお、当社は新京成電鉄株式会社との間に、施設の使用等の取引関係があります。

② 当期における主な活動状況

イ.取締役会及び監査役会における発言状況
社外監査役各氏は、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための発言を通宣行つ

ております。また、監査役会において、監査に関する重要事項の質疑や監査結果について

の意見交換等を行っております。

4.会計監査人の状況
(1)会計監査人の名称 有限責任監査法人 トーマツ

(2)当期に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当期に係る監査業務に対する報酬額 7百万円

(注)1.記載金額は、自力円未満を切り捨てて表示しております。
2. 当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計幣香の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかにつ

いて必要な検証を行つたうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3)会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

当社監査役会は、会計監査人について、会社法第340条第1項各号に該当するなどの事実を確認

したときは、速やかにその内容を調査することとし、その結果、監査継続が困難である、又は監

査を行わせることが適当でないと判断した場合は、法令に定める手続きに従い、解任又は不再任

の手続きを行います。
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ア.取締役会及び監査役会への出席状況

取 締 役 会
｀

監 査 役 会

出席回数 出 席 率 出席回数 出 席 率

監査役  工 藤 啓 詰 8回中8回 100% 8回中8回 100%

監査役  入 江 忠 志 8回中8回 100% 8回中8回 100%

監査役 金 子   光 8回中8回 100% 8回中8回 100%



5.業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1)業務の適正を確保するための体制

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
⑤ 監査役の職務を補助する部署に関する事項
⑥ 監査役への報告に関する体制並びに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な
取扱いを受けないことを確保するための体制        /
⑦ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

③ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(2)業務の適正を確保するための体制の運用状況                           .
① 職務執行の効率性の確保のための取組み
当事業年度において、取締役会を8回、経営会議を28回開催し、取締役は、経営の基本方針、

経営に関する重要事項及び法令で定められた事項などの決定、業務執行状況の監督を行つてお

ります。

また、常勤役員と部長職以上をもって組織される部長会議を12回開催し、業務の詳細か、つ具

体的な内容の報告を受けるとともに、業務全般にわたる調整・協議等を行うことにより、会社

の円滑な運営を図っております。

② リスク管理に関する取組み
常勤役員と部長職以上をもって組織されるリスク管理委員会を2回開催し、当社の業務を継続     |
的に遂行する上で重要な影響を及ぼすリスクの管理を円滑かつ適切に推進しました。           1
③ コンプライアンスに関する取組み                   ｀

法令 。社会規範の遵守及び企業の社会的責任を遂行するためコンプライアンス委員会を2回開

催しました。                                               1
また、コンプライアンス意識の向上と不正行為等の防止を図るため、役職員を対象とした研     `
修の実施や内部通報制度の周知を徹底した他、コンプライアンス委員会規則に基づく内部監査

を実施しました。
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④ 監査役監査の実効性確保のための取組み
当事業年度において、監査役会を8回開催した他、監査役は、取締役会、経営会議、部長会議

及びその他の重要会議に参加し、法令、定款に反する行為や株主利益を侵害する決定がなされ

ていないかについて監査を行つております。

また、監査役は、取締役(会計監査人等との意見交換を通じて、内部監査、会計監査との連
携を図り、内部統制システムの構築・運用状況等について、監督・監査を行つております。

6.親会社との間の取引に関する事項
(1)当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項

親会社である京成電鉄株式会社とは、金銭の借入、寄託金の預入、業務の受委託等の取引を行つ

ております。

_ 当社は、当該取引の実施に当たっては、その必要性及び取引条件が第二者との通常取引と著し
く相異しないこと等に留意し、合理的な判断に基づき、公正かつ適正に実施しております。

(2)当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由

当社は親会社からの事業上の制約はなく、取締役会を中心とした当社独自の意思決定に基づき

業務執行をしており、経営の独立性を確保しながら、適切に経営及び事業活動を行っております。
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(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

貸 借 対 照 表
(2019年 3月 31日現在)
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務
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用
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金

賃

益

金

債

　

金

務

金

金

金

債

短

一
未

未

未

未

預

預

前

揃

賞

そ

固

長

り

長

退

役

そ

流

負 千円

10,629,866

1,042,433

27,658

6,369,214

228,898

730,388

94,494

658,020

12,605

1,257,889

27,330

157,392

23,541

70,944,447

18,469,533

13,211

49,470,852

2,675,110

15,775

299,965

金

賃

金

品

産

　

産

産

定

産

産

嘲定辞馨
設蒙脚

千円

14,684,031

1,811,139

957,830

1,698,261

210,818

10,005,982

84:757,437

83,593,966

600,067

355,014

208,389

208,389

負 債 の 部 合 計 81:574,313

17,867,155

241900,000

△7,0321844

△7,032,844

△7,032,844

金
金
金
金

部
本
　
余
縣
縣

の
資
本
剰
継
赫

産
主
　
益
［
嗣

資
　
資
利
そ

株

17,867,155純 資 産 の 部 合 計

負債及び純資産の部合計資 産 の 部 合 計
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圭
日
ヽ
―
′

日

日

算
用
用
４

３

計
昨
咋

益
切
切
自
至

損

―

537,268

3,832,317

1,1831930

2,652,199

29,702

53,040

507,420

29,847

2,764

6,673

5,624

1,203,493

. 
△19,562

鉄 道 事 業 営 業 利 益

鉄 道 事 業 営 業 利 益

営  業  外  収  益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ  の  他  の  収  益

営 業 外 費 用

支    払    利

そ の 他 の 費

経    常    利    益

特    別    利    益

工 事 負 担 金 受 入 額

受  取  保  険  金

特    別    損    失

固 定 資 産 圧 縮 損

税 弓1前 当 期 純 利 益

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税

法  人  税  等  調  整  額

法   人   税

当   期   純

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示し
、
おります。



株主資本等変動計算書

僣量:3813:≡

`月

生目)
(単位 :千円)

株 主 資 本

産

計

資純

合資 本 金

利益剰余金

株主資本

合 計

その他

利益剰余金 利益剰余金

合 計
繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 24,900,000 △9,685,044 △9,685,044 15,214,955 15,214,955

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 2,652,199 2,652,199 2,652,199 2,652,199

当 期 変 動 額 合 計 2,652,199 2,652,199 2,652,199 2,652,199

当 期 末 残 高 24,900,000 △7,032,844 △7,032,844 17,867,155 17,867,155

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 言己 表

[重要な会計方針に係る事項に関する注記]

1。 たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品   移動平均法による原価法

瑕場雫霧偲雰線[T`;詈
「

に基づく
|

2.固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産 (リ ース資産を除く) .
鉄道事業の車両は定率法、その他は定額法によっております。              ,
なお、鉄道事業の構築物のうち、取替資産については取替法を適用しております。

(2)無形固定資産 (リ ース資産を除く)

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間 (5年)に基づく定額

法を採用しております。

(3)リ ース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るり,ス資産については、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が2008年 3月 31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。

3.引当金の計上基準
(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸含債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

なお、当事業年度の計上はありません。

賞与引当金

従業員の賞与の支給にあてるため、支給見込額のうち当期負担分を計上しております。

退職給付引当金

従業員の退職給付の支給にあてるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末に発

生している額を計上しております。

なお、計算方法については簡便法を採用しております。

(2)

(3)

株
主
総
会
参
考
書
類
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(4)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

4.鉄道事業における工事負担金等の会計処理方法
鉄道事業において、固定資産取得のために受け入れた工事負担金等は、工事完成時に当該固定

資産の取得原価から直接減額しております。

5.消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

[表示方法の変更]                               ,
(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更)

「『税効果会計に係る会計基準」の一部改正」(企業会計基準第28号 2018年 2月 16日 )を当事業年

度より適用し、繰延税金資産は投資その他の資産に表示する方法に変更しております。

[貸借対照表に関する注記]

1.その他の流動資産には寄託金 10,000:000千 円が含まれております。
2.有形固定資産の減価償却累計額
3.事業用固定資産

4.担保に供している資産及び担保に係る債務
(1)担保に供している資産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

(2)担保に係る債務

未    払    金
長 期 未 払 金      .

5.鉄道事業固定資産の取得原価から直接減額した工事負担金筆累計額
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産

地

物

物

両

他

産

資
　
　
　
　
　
　
　
資

定
　
　
　
築

　

（の

定

回
　
　
　
　
　
　
　
固

形

土

建

構

車

そ

形

有
　
　
　
　
　
　
　
無

52,476,036千 円

81,548,638千 円

39,714,064千 円

3,249,070千円

35,910,871千 円

572,281千円

2,102,351千 円

2,645,394三千円

82,481,158千 円

2,824,318千 円

48,455,343千円

23,842,614千 円



6.関係会社に対する金銭債権・債務
短 期 金 銭 債 権

短 期 金 銭 債 務

長 期 金 銭 債 務

[損益計算書に関する注記]

1.営業費
運送営業費及び売上原価

販売費及び一般管理費

諸        税

減 価 償 却 費

2.関係会社との取引高
営業取引による取引高

営  業  収  益
営   業    費
営業取引以外の取引による取引高

[株主資本等変動計算書に関する注記]

発行済株式総数

[税効果会計に関する注記]

繰延税金資産の主な原因は、

ます。

10,500,053f円

1,210,642千円

9,429,117=千 円

13,452,719千 円

9,899,986f円

484,070f円

612,377三千円

2,456,285三千円

2,438,689三千円

652,224千円

151,319千 円

49,800,000株

未収運賃、未払事業税、賞与引当金、退職給付引当金の否認等であり

[リースにより使用する固定資産に関する注記]

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資産として、車両、

駅務機器 (自動改札機等)があります。
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[金融商品に関する注言硼

1.金融商品の状況に関する事項
当社は、親会社 (京成電鉄株式会社)の方針に基づき、当社の一部資金を寄託して運用してお
ります。当社長期経営計画等に基づき親会社や千葉県及び独立行政法人都市再生機構からの借入

により資金を調達しております。また、設備投資資金は、株式会社日本政策投資銀行より親会社

経由にて調達しております。

未払金及び長期未払金は、主に独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構からの鉄道施設

の譲渡対価の未払金であります。

借入金の使途は、運転資金及び設備投資資金であり、すべて固定金利であります。

2.金融商品の時価等に関する事項
2019年 3月 31日 における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。
(単位 :千円)

(*)負債に計上されているものについては、( )で示しております。 ‐
(注)金融商品の時価の算定方法に関する事項
(1)寄託金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっ
ております。

(2)未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によつ
ております。

(3)長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。

(4)長期未払金の時価については、元利金の合計額を独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援
機構から新規調達した場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

-18-

貸借対照表計上額 (*) 時 価 (*) 差  額

(1)寄託金

(2)未払金

(3)長期借入金

(4)長期未払金

10,000,000

(6,369,214)

(18,469,533)

(49,470,852)

10,000,000

(6,369,214)

(19,592,947)

(48,892,544)

(△ 1,123,414)

(578,307)



種類 会社等の名称
議決権等の所有

(被所有)割合
関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社

京成電鉄株式会社

(東京証券取引所

に上場 )

被所有

(直接)50.8%
役員の

兼任

金銭の借入 500,000 短期借入金 781,600

金銭の返済 (注 1) 731,300 長期借入金 9,411,200

寄託金の預入 (注2) 100,000
その他

流動資産
10,000,000

債務の被保証 (注2) 143,633

線路使用料収入

(注3)
1,747,319 未収金 310,470

要

主

主

株
千葉県

被所有

(直接)22.2%
な し 金銭の借入 (注 1) 長期借入金 5,300,000

要
撻
独立行政法人

都市再生機構

被所有

(直接)17.2%
な し

金銭の借入 短期借入金 220,833

金銭の返済 (注 1) 220,833 長期借入金 3,758,333

弟

社

兄

会
千葉ニュータウン

鉄道株式会社
な し

役員の

兼任

負担金収入 2,096,417 未収金 709,521

線路使用料 (注3) 2,428,659 未払金 226,110

[関連当事者との取引に関する注記]
(単位 :千円)

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注 1)長期経営計画等に基づいて決定しております。

(注2)京成電鉄株式会社と協議の上決定しております。

(注3)取引条件は、各社と協議の上決定しております。なお、取引金額には消費税等を含めておりま

せん。期末残高には消費税等を含めております。

[1株当たり情報に関する注記]

1株当たり純資産額

1株当たり当期純利益

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

358円 78銭

53円26銭
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計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年 5月 7日

有限責任監査法人 トーマツ

墾曹 戦譜 昌
公認会計士 滝 沢 勝 弓 ③

重磁弩鵞乳ど昌 公認会計士 古  賀  祐一良『 ①

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、北総鉄道株式会社の2018年 4月 1日 から2019年 3月
31日までの第47期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

          》られる企業会計の基準に準拠して計算書類幾びその附属経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認ど
明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

玉零暮墓行:漁証繁 2骨看|::菫馨事筈埋 う言督発ビ曇3響曇馨響翼縄霧蒼奮[嘗嚢厭ギ後:「
どうかにつ

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも

言][lil,長こ言詈含こな[倉警][:][言[常i曽嘗,:ξi[:I:景]言[iζ]拶昌言i:房][
明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

彊量[曇コt:|、:]争]≦][季
ゾみ絡響蜃細已言綱乞酪菖房爆理捜ふ贖曇垢食轟言学夫顧協旦曇:含青倉訂?

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2018年 4月 1日から2019年 3月 31日 までの第47期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各
監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1.監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受ける

ほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役及び使

用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出

席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁

書類等を開覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務
の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要
なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されてぃる体制 (内部統制システム)の状況を監視及び検証いたしました。以上の方法に基づ
き、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも

に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を
「監査に関する品質管理基準」(2005年 10月 28日企業会計審議会)等に従つて整備している旨の通知を受け、必
要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類 (貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書について検討いたしました。
2.監査の結果   、
(1)事業報告等の監査結果              、

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
の運用状況につき指摘すべき事項は認められません。
四 親会社等との取引に関して、当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項及び当
該取引が当社の利益を害さないことについての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項
は認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年 5月 10日

北総鉄道株式会社 監査役会
常勤監査役 (社外監査役) 工
常勤監査役 (社外監査役) 入
監査役 (社外監査役)   金
監査役          Jヽ

③

③

③

①

諸

志

光

也

啓

忠

　

敏

藤

江

子

林

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第 1号議案 取締役8名選任の件
取締役全員8名は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役8名の選
任をお願いいたしたいと存じます。
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取締役候補者は、次のとおりであります。

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社
の株式 の数

撃 由 讐
=負
:

(1950年 H月 7日生)

2006年 7月  国土交通省 鉄道局長
2007年 10月  日本政策投資銀行 理事
2008年 10月  株式会社日本政策投資銀行 常務執行役員
2012年 6月  京成電鉄株式会社 常務取締役鉄道本部長
2014年 6月  同社 専務取締役鉄道本部長      `

当社 代表取締役社長
2016年 6月  京成電鉄株式会社

代表取締役副社長鉄道本部長
2017年 6月  同社 取締役

現在に至る
2018年 6月  当社 代表熟締役会長    _

現在に至る

重要な兼職の状況
京成電鉄株式会社 取締役



番号
名氏

(生年月日)
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社
の株式 の数

2

室 谷 正 裕
(1956年 3月 15日生 )

団

2013年 8月  国土交通省 運輸安全委員会事務局長
2014年 10月  一般社団法人日本民営鉄道協会 常務理事
2017年 6月  当社取締役

京成電鉄株式会社 常務取締役鉄道本部長
現在に至る

2018年 5月  千葉ニュータウン鉄道株式会社
代表取締役社長

現在に至る

2018年 6月  当社 代表取締役社長
現在に至る

重要な兼職の状況

京成電鉄株式会社 常務取締役鉄道本部長

千葉ニュータウン鉄道株式会社 代表取締役社長

な し

3

黒 容 曹
(1962年 9月 12日生 )

団

1986年 4月  京成電鉄株式会社 入社
2008年 6月  京成トラベルサニビス株式会社 常務取締役
2010年 7月  京成電鉄株式会社 総務人事部付部長

現在に至る

20H年 6月  京成トラがルサービス株式会社
代表取締役社長

2014年 6月  当社 取締役企画室長
2017年 6月  当社 常務取締役企画室長
2018年 6月  当社 常務取締役

現在に至る

な し

4

磯 貝 昭 夫
(1960年 12月 17日生)

団

1984年 4月  京成電鉄株式会社 入社
20H年 7月  同社 鉄道本部施設部長
2013年 7月  同社 総務人事部付部長
'     京成電設工業株式会社 代表取締役社長
2017年 6月  当社 取締役  

‐

現在に至る

な し
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略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社
の株式 の数

終 米、置 雖
(1964年 5月 14日生 )

1988年 4月  京成電鉄株式会社 入社
2011年 6月  株式会社京成保険コンサルティング

常務取締役
2012年 7月  京成電鉄株式会社 総務人事部付部長

現在に至る
2015年 6月  株式会社京成保険コンサルティング

代表取締役社長
2018年 6月  当社 取締役企画室長

現在に至る

聖 渡 縫 星
(1949年 2月 11日生)

1971年 4月  京成電鉄株式会社 入社
2004年 6月  同社 取締役     、
2006年 6月  同社 常務取締役

当社 取締役
現在に至る

20H年 6月  京成電鉄株式会社 代表取締役社長
2017年 6月  同社 代表取締役会長

現在に至る

重要な兼職の状況
京成電鉄株式会社 代表取締役会長
新京成電鉄株式会社 社外取締役

磐 薄 丼 髪
(1958年 6月4日生)

1982年 4月  千葉県 入庁
20H年 4月  多古町副町長

;:|:年 1層  言責
県

 曇肇詈垣馨
建設・不動産業課長

2019年 3月  同県  退職
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番号
氏 名

(生年月日)
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社
の株 式 の数

8

窺   正 実
(1966年 10月 16日生)

1990年 4月   当社 入社  .
2017年 4月  当社 総務部長

現在に至る
な し

(注)1.

署曾抒:][:ヒ獅 、々
電糞準高|こ童仕3輯軍蜜2曇儀冨舞嚢倉牡3尊軟君薯早言〒F二あ毛こ監鼈 青含埜肇濫

言8[堡言[IEE言:[詈         l曇 i3菫E詈曇]警曇彙曇10'菫曇][]]〕:『[II[iI〔][子:』
豊曇』「]li:菫言Z警[;抵霧分置肇T堡塁秀警峯F基塁ぁ漕矢曇房畿易管塘]倉借:3写 F警覺?蟹展首ョ」:頭:1::塁|ま雪駐2
同一の営業の部類に属する取弓|(鉄道による一般運輸業)を行つております。
その他の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

第 2号議案 退任取締役に退職慰労金贈呈の件
本定時株主総会終結の時をもって、任期満了により取締役を退任されます浜本憲一氏、高山典之
氏に対し、在任中の功労に報いるため、当社の定める規程の範囲内において、相当額の退職慰労金
を贈呈することといたしたく存じます。

なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等 tよ、取締役会にご一任願いたいと存じます。
退任取締役の略歴は、次のとおりであります。
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上以

氏  名 略  歴

浜 本 憲 一 2017年 6月 常務取締役 (現在に至る)

高 山 典 之 2014年 6月 取締役運輸部長 (現在に至る)



株主総会会場ご案内図
会 場 千葉県鎌ケ谷市新鎌ケ谷四丁目2番 3号
北総鉄道株式会社 本社 1階会議室

交 通 北総線 。新京成線 。東武線 新鎌ヶ谷駅下車
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